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下関市土地開発公社定款

(昭和４８年 ３ 月３１日制定)

改正 昭和４９年 １ 月１４日

改正 平成 ２ 年 ６ 月２１日

改正 平成 ７ 年 ３ 月３１日

改正 平成１９年１０月 １ 日

改正 平成２１年 １ 月２７日

改正 平成２５年 ７ 月２５日

第 １ 章 総 則

(目 的)

第 １ 条 この土地開発公社は、公共用地、公用地等の取得、管理、処分等を行う

、 。ことにより 地域の秩序ある整備と公共の福祉の増進に寄与することを目的とする

(名 称)

第 ２ 条 この土地開発公社は、下関市土地開発公社(以下「公社」という。)と称

する。

(設立団体)

第 ３ 条 公社の設立団体は、下関市とする。

(事務所の所在地)

第 ４ 条 公社の事務所は、下関市唐戸町４番１号に置く。

(公告の方法)

第 ５ 条 公社の公告は、下関市の掲示場に掲示して行う。

第 ２ 章 役 員 及 び 職 員

第 １ 節 役 員 及 び 職 員

(役 員)

第 ６ 条 公社に次の役員を置く。

(１) 理 事 １０名以上２０名以内

(２) 監 事 ２名
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２．理事のうち２名以内は、常任とする。

(役員の任命)

第 ７ 条 理事及び監事は、下関市長が任命する。

２．理事長、副理事長各１名、常務理事若干名を理事のうちから置く。

３．理事長は、理事の互選により、副理事長及び常務理事は理事長の指名により決定

する。

(役員の職務及び権限)

第 ８ 条 理事長は、公社を代表し、その業務を総理する。

２．副理事長は、理事長を補佐し、公社の業務を掌理するとともに、理事長に事故が

あるとき又は、理事長が公社を代表することが出来ないとき、その職務を代理し、

理事長が欠けたときはその職務を行う。

３．常務理事は、理事長の命を受けて公社の日常の業務を処理し、理事長、副理事長

ともに事故があるときは、その職務を代理し、理事長、副理事長ともに欠けたとき

は、その職務を行う。

４．理事は、理事会を構成し、会務の執行を決定する。

． 、 （ 。 「 」５ 監事は 公有地の拡大の推進に関する法律 昭和４７年法律第６６号 以下 法

という ）第１６条第８項の職務を行う。。

(役員の任期)

第 ９ 条 役員の任期は、２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残

任期間とする。

２．役員は、再任されることができる。

． 、 、 、３ 役員は 辞任した場合又は任期満了の場合においても 後任者が就任するまでは

その職務を行わなければならない。

(役員の兼任の禁止)

第１０条 理事は監事を、監事は理事を兼ねることができない。

(職員の任命)

第１１条 職員は、理事長が任命する。

(営利事業等の従事制限)

第１２条 常任の役員及び職員は、任命権者の承認を受けなければ、営利を目的と

する団体の役員となり、又はみずから営利事業に従事してはならない。
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第 ２ 節 理 事 会

(設置及び構成)

第１３条 公社に理事会を置く。

２．理事会は、理事をもって構成する。

(招 集)

第１４条 理事会は、理事長が必要と認めるとき、又は理事の総数の４分の１以上

から、若しくは監事から会議の目的たる事項を記載した書面を附して要求があった

ときに理事長が招集する。

２．理事会を招集するには、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所を

示して、あらかじめ文書をもって通知しなければならない。

(理事会の議事)

第１５条 理事会の議長は、理事長をもってこれに充てる。

２．理事会は、理事の過半数が出席しなければ開くことができない。

３．理事会の議事は、この定款に特別の定めがある場合のほか、出席理事の過半数を

もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４．監事は、理事会に出席して意見を述べることができる。

(書面表決等)

第１６条 やむを得ない理由のため、会議に出席できない理事は、あらかじめ通知

された事項について書面をもって表決し、又は他の理事を代理人として表決を委任

することができる。この場合において、前条第２項及び第３項の規定の適用につい

ては、当該理事は出席したものとみなす。

２．緊急の必要がある場合、又は軽微な事項については、理事長は書面による賛否を

求めて理事会の決議にかえることができる。

(理事会の議決事項)

第１７条 次に掲げる事項は、理事会の議決を経なければならない。

(１) 定款又は業務の執行に関する規程の変更

(２) 毎事業年度の予算、事業計画及び資金計画

(３) 毎事業年度の財産目録、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算

書及び事業報告書
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(４) 規程の制定又は改正若しくは廃止

(５) 規程により理事会の権限に属せしめられた事項

(６) その他公社の運営上理事長が重要と認める事項

２．前項第１号に掲げる事項については、出席理事の３分の２以上の決するところに

よる。

(議 事 録)

第１８条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければ

ならない。

(１) 会議の日時及び場所

(２) 理事の現在数

(３) 会議に出席した理事の氏名(書面表決者及び表決委任者を含む。)

(４) 議決事項

(５) 議事の経過

２．議事録には、出席理事のなかから、議長があらかじめ指名する議事録署名人２人

以上が議長とともに署名しなければならない。

第 ３ 章 業務及びその執行

(業務の範囲)

第１９条 公社は第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

(１) 次に掲げる土地の取得、造成その他の管理及び処分を行うこと

イ 法第４条第１項又は第５条第１項に規定する土地

ロ 道路、公園、緑地、その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地

ハ 公営企業の用に供する土地

ニ 都市計画法(昭和４３年法律第１００号)第４条第７項に規定する市街地開

発事業の用に供する土地

ホ 観光施設事業の用に供する土地

ヘ 当該地域の自然環境を保全することが特に必要な土地

ト 史跡、名勝又は天然記念物の保護又は管理のため必要な土地

チ 航空機の騒音により生ずる障害を防止し、又は軽減するために特に必要な

土地
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(２) 住宅用地の造成事業並びに港湾整備事業(埋立事業に限る。)並びに地域開発

のためにする臨海工業用地、内陸工業用地、流通業務団地及び事務所、店舗等

の用に供する一団の土地の造成事業を行うこと

(３) 前２号の業務に附帯する業務を行うこと

２．公社は、前項の業務のほか、当該業務の遂行に支障のない範囲内において、次に

掲げる業務を行う。

(１) 前項第１号の土地の造成(一団の土地に係るものに限る。)又は同項第２号の

事業の実施と併せて整備されるべき公共施設又は公用施設の整備で地方公共団

体の委託に基づくもの及び当該業務に附帯する業務を行うこと

、 、 、(２) 国 地方公共団体その他公共的団体の委託に基づき 土地の取得のあっせん

調査、測量その他これらに類する業務を行うこと

(業務方法書)

第２０条 公社の運営に関し必要な事項は、この定款に定めるもののほか、業務方

法書の定めるところによる。

第 ４ 章 基本財産の額その他資産及び会計

(資 産)

第２１条 公社の資産は、基本財産とする。

２．公社の基本財産の額は、１千万円とする。

３．基本財産は、安全、かつ、確実な方法により管理するものとし、これを処分し、

又は担保に供してはならない。

(事業年度)

第２２条 公社の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

(予算等の知事への提出)

第２３条 公社は、毎事業年度、当該事業年度の開始の日から１箇月以内に、当該

事業年度の予算、事業計画及び資金計画を山口県知事に提出する。これを変更した

ときも、同様とする。

(財務諸表)

、 、 、 、 、第２４条 公社は 毎事業年度 前事業年度の財産目録 貸借対照表 損益計算書

キャッシュ・フロー計算書及び事業報告書を作成し、監事の監査を経て下関市長及
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び山口県知事に提出する。

(利益及び損失の処理)

第２５条 公社は、毎事業年度の損益計算上利益を生じたときは、前事業年度から

繰り越した損失をうめ、なお、残余があるときは、その残余の額は、準備金として

整理する。

２．公社は、毎事業年度の損益計算上損失を生じたときは、前項の規定による準備金

を減額して整理し、なお、不足があるときは、その不足額は、繰越欠損金として整

理する。

(余裕金の運用)

第２６条 公社は、次の方法によるほか、業務上の余裕金を運用してはならない。

(１) 国債又は地方債の取得

(２) 銀行その他の金融機関への預金

(予算の弾力運用)

第２７条 理事長は、第１７条の規定にかかわらず、業務量の増加による業務のた

め直接必要な経費に不足を生じたときは、下関市長の承認を経て、当該業務量の増

加により増加する収入に相当する金額を当該経費に使用することができる。この場

合においては、理事長は、次の理事会においてその旨を報告しなければならない。

第 ５ 章 雑 則

(解 散)

第２８条 公社は、理事会で出席理事の４分の３以上の同意を得たうえ、下関市議

会の議決を経て、山口県知事の認可を受けたときに解散する。

２．公社は、解散した場合において、債務を弁済してなお残余財産があるときは、下

関市にこれを寄附する。

(規程への委任)

第２９条 公社の運営に関して必要な事項は、この定款及び業務方法書に定めるも

ののほか、規程の定めるところによる。

附 則

(施行期日)
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１．この定款は、公社への組織変更の日から施行する。

(最初の役員の任期)

２．公社の最初の役員の任期は、第９条の規定にかかわらず、下関市長が定める

ところによる。

(最初の事業年度)

３．公社の最初の事業年度は、第２２条の規定にかかわらず、公社への組織変更

の日の翌日から昭和４９年３月３１日までとする。

附 則

この定款は、昭和４９年 １ 月１４日から施行する。

附 則

この定款は、平成 ２ 年 ６ 月２１日から施行する。

附 則

この定款は、平成 ７ 年 ３ 月３１日から施行する。

附 則

この定款は、平成１９年１０月 １ 日から施行する。

附 則

この定款は、平成２１年 １ 月２７日から施行する。

附 則

この定款は、平成２５年 ９ 月 １ 日から施行する。



役 職 名 氏 名
備 考

〔 所 属 団 体 役 職 名 〕
勤　務
形　態

1
理 事 長
副 理 事 長

下 田 賢 吾 下 関 市 （ 元 菊 川 総 合 支 所 長 ） 常 勤

2常 務 理 事 丸 毛 道 雄 下関市 （ 元契約室検査監室検査監 ） 常 勤

3理 事 砂 原 雅 夫 下 関 市 総 合 政 策 部 長 非常勤

4理 事 松 崎 淳 志 下 関 市 総 務 部 長 非常勤

5理 事 野 間 哲 人 下 関 市 財 政 部 長 非常勤

6理 事 森 本 裕 之 下 関 市 産 業 振 興 部 長 非常勤

7理 事 村 上 治 城 下 関 市 農 林 水 産 振 興 部 長 非常勤

8理 事 小 林 松 太 郎 下 関 市 建 設 部 長 非常勤

9理 事 三 嶋 悟 下 関 市 都 市 整 備 部 長 非常勤

10理 事 山 田 恭 之 下 関 市 菊 川 総 合 支 所 長 非常勤

11理 事 矢 田 友 昭 下 関 市 豊 浦 総 合 支 所 長 非常勤

12監 事 井 上 浩 下 関 市 会 計 管 理 者 非常勤

13監 事 田 邨 昇 下 関 市 議 会 事 務 局 長 非常勤

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

下関市土地開発公社　役員名簿

平成27年8月1日現在



決
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平成26年度

算

下関市土地開発公社

霊主
巨弓
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平成26年度下関市土地開発公社事業報告書

1.事業概要

平成26年度下関市土地開発公社事業概要を次のとおり報告いたしますG

( 1 )公有地取得事業

公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、公有用地の管理と処分に努めたe

。土地区画整理事業用地取得事業

土地区画整理事業用地として、下関市に 10，718. 31 m'を 340，218，866円で売却したc

②海岸保全事業用地取得事業

海岸保全事業用地として、下関市に 395.10m'を 2，294，907円で売却した。

③保安林整備事業用地取得事業

保安林整備事業用地として、下関市に 15，802.71m'を 10，081，318円で売却した。

(2)土地造成事業

公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、公社所有の住宅団地の処分に努めた。

①登東西住宅団地(グリーンパーク)

豊東西住宅団地(グローンパーク) 4区画 1，138. 66 rrfを 22，662，000円で売却したa



2.理事会議決事衷

議案番号 イ牛 名 議決年月日

. 
第 2 号 理事長の選出について 平成26年4月1臼

第 3 号 平成25年度下関市土地開発公社決算について 平成26年5月15日

第 4 号 豊東工業団地分譲価格見直しについて 平成26年7月16日

第 5号 平成26年度下関市土地開発公社補正予算(第1回Jについて 平成26年12月17日

第 6 号 下関市土地開発公社職員の給与に関する規則の一部改正について 平成26年12月17臼

第 1号 平成27年度下関市土地開発公社事業計画・予算及び資金計画について 平成27年3月25日

第 2号 下関市土地開発公社役員給与規則の一部改正について 平成27年3月25日
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3.役 員 名 簿

(平成27年3月31日現在)

役職名 氏 名 摘 要

理事長
下 回 賢 吾

副理事長

常務理事 丸 毛 道 雄

理 事 木 潤

理 事 松 崎 t享 志 下関市総務部長

理 事 里子 関 哲 人 下関市財政部長

理 事 森 本 裕 之 下関市産業振興部長

理 事 村上 f台 城 下関市農林水産振興部長

理 事 林 松 太 良日 下関市建設部長

理 事 熊 海 至 朗 下関市都市整備部長

理 事 山 回 恭 之 下関市菊川総合支所長

理 事 矢 回 友 昭 下関市豊浦総合支所長

監 事 中 村 文 ag 下関市会計管理者

E且E 事 中 西 安 春 下関市議会事務局長

，匂.

3 



( 1 )収益的収入及び支出

収益的収入

区 分

第 1款事業 収益

第 1項公有地取得
事業収益

第2項 土地造成
事業収益

附帯等
第 3項 事業収益

第2款事業外収益

第 1項受取利息

第2項 雑 収 益

合 言十

収益的支出

区 分

第1款事業原価

第 1項公有地取得
事業原価

第2項土地造成
事業原価

第2款販売費及び
般管理費

第 1項販売費及び
一般管理費

第3款事業外費用

第 l項支払利息

合 計

平成26年度下関市土地開発公社決算報告書

1.収支決算書

予 算 額
決算額

予算額に比べ

当初予算額 補正予算額 合 計 決算額の増減
円 円 円 円 円

381，041，000 17，454，000 398，495，000 <76，190，190 /'" 22，304，810 

335，142，000 17，454，000 352，59ヨ，000 :'52，595，091 ム 909

44，899，000 G 44，899，000 22，662，000 /'" 22，237，000 

こ，000，000 G 1，000，000 933，099 ム66，901

90，000 。 90 ， J~0 97，804 7，804 

27，000 。 2'l， J~0 34，083 7，083 

63，000 。 63，OJO 63，721 721 

381，131.000 17，454，000 398，585，D:>0 376，287，994 ム22，297，006

予 算 額
決算額 不用額

当初予算額 補正予算額 dロh 
ロ

円 円 円 円 円

393，802，000 17，404，000 411，256，000 380，465，091 30，790，909 

335，142，000 17，454，000 352，596，000 352，595，091 909 

58，560，000 。 58，o60，OOO 27，870，000 30，790，000 

2E，350，OOO 。 25，350，000 21，754，554 3，595，446 

25，350，000 。 25，350，000 21.754，554 3，595，446 

1，527，000 。 1，52:，000 1，179，840 347，160 

1，527，OJO 。 1，527，000 1，179，840 347，160 

420，679，000 17，454，000 438，133，000 403，399，485 34，733，515 

-4-



(2 )資本的収入及び支出

資本的収入

区 分
予

当初予算額

円

第 1款 資本的収入
209，321τ000 

第 1項借入金 209，321，000 

資本的支出

分
予

区
当初予算額

円

第 1款 資本的支出
585，513，000 

第 1項公有地取得
事業費

27，298，000 

第2項{昔 入 金 558，215，000 
償 還 金

算

補正予算額

円

。
。

L_ 

算

補正予算額

円

17，294，000 

。

17，294，000 

額
決 算 額

予算額に比べ

メ，g. 言十 決算額の培減

円 円 円

209，321，000 208，878，000 /:'443，000 

209，321，000 208，878，000 /:'443.000 

<場捗

額
決 算 額 不 用 額

A ロ 計

円 円 円

602，807，000 586，963，199 15，843，801 

27，298，000 1l，454，781 15，843，219 

575，509，000 575，508，418 582 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額378，085，199円は、過年度分損益勘定留保資金で補填した。
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(資産の部)

I流動資産

現金及び預金

公有用地

特定土地

完成土地等

(負債の部)

流動資産合計

資産合計

I流動負債
短期借入金

未払費用

預り金

流動負債合計

E固定負債
長期借入金

引当金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

(資本の部)

I資本金
基本財産

資本金合計

E準備金山日

前期繰越準備金

当期純損失

準備金合計

資本合計

負債資本合計

2.貸借対照表

(平成27年3月31日)

20，205，700 

10，000，000 

211，958，284 

27，111，491 

-6 

(単位円)

144，225，453 
2，630，886，1 17 

8，337，618 

辺生295，盟E
L坐L笠4，188
3，043，744，188 

208，878，000 
288，378 

160，183 

209，326，561 

2，619，365，134 

20.205.700 

2，639，570，834 

2，848，897，395 

10，000，000 

184，846，793 

194，846，793 

3，043，744，188 



3.損益計算書

(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

I 事業収益

公有地取得事業収益

土地造成事業収益

附帯等事業収益

E 事業原価

公有地取得事業原価

土地造成事業原価

事業総損失

E 販売費及び一般管理費

事業損失

W 事業外収益

受取利息

雑収益

V 事業外費用

支払利息

経常損失

当期純損失

7 

352，595，091 

22，662，000 

笠L盟2

352，595，091 

空三70，000

主4邑.QQ壬

34，083 

鐙之主

L立主坐E

(単位:円)

376，190，190 

笠込坐主盟l

4，274，901 

盆4坐，55生

26，029，455 

97，804 

L立主坐E

立斗斗，491

27，111，491 



4.キャッシュ・フロー計算書

(平成26年4月1日から平成27年3月ε1日まで)

I 事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業収入

土地造成事業収入

附帯等事業収入

その他事業収入

公有地取得事業支出

人件費支出

その他の業務支出

言十

利息の受取額

利息の支払額

事業活動によるキャ yシュ・フロー

E 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャ yシュ・フロー

直財務活動によるキマ yシュ・フμー

短期借入れによる収入

短期借入金の返済による支出

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

財務活動によるキャ ッシュ・フロー

IV現金及び現金同等物増加額

V 現金及び現金同等物期首残高

VI現金及び現金同等物期末残高

-8ー

(単{立円)

352，595，091 

22，662，000 

933，090 

24，415，595 

ム 11，454，781

ム14，911，900

e:" 5，632，664 

笠生盟主坐E

34，083 

ムム立些笠

並L坐色盟主

0

0

0

0

-

o

 

208，878，000 

ム209，321，000

O 

6 366，187，418 

ム箆ι坐Lと

笠込笠互

己主笠L笠E

144，225，453 



5 財産目録

(平成27年3月31日)

資産の部

区 分 金 額 摘 要

円

1 流動資産 3，043，744，188 

( 1 )現金及び預金 144，225，453 附属明細表 (12頁)

(2 )公有用地 2，630，886，117 附属明細表 (13頁)

(3)特定用地 8，337，618 附属明細表(13頁}

(4)完成土地等 260，295，000 附属明細表(13頁)

資 産合 言十 3，043，744，188 

負債の部

区 分 金 額 摘 要

円

1.流動負債 209，326，561 

( 1 )短期借入金 208，878，000 附属明細表 (14頁)

(2)未払費用 288，378 社会保険料外

(3 )預り金 160，183 -所得税外

2 固定負債 2，639，570，834 

(1)長期借入金 2，619，365，134 附属明細表 (14頁)

(2)引当金 20，205，700 附属明細表 (15頁)

負 債合 言十 2，848，897，395 

差事l純財産 194，846，793 

9ー



6 附属明細表

(1 )収支決算明細表

収益的収入

1.事業収益

収益的支出

款 項 f 目 節 金 額

1.事業原価 !ミRn4自民 nql円I
1. nq 

1 公有用
335522，，55995 5 fi十i

」Eヴ業一原了一三価一-
l公有用地売却原価

2 

E売豊却[東原グ西:価タ住ー宅団ン地パ売ー却ク原価} 
27. 

F理 費2 

1 人里費千牛 3 
表務計1 

11 
司 ) 1 
申告 1 ?4!i: ミnn

手 ~ 
長 宣告 明j 2.350 
福 ~J j!j 生 21.045 
ill 開 給付費 1.187.2 。

2 経 主 5.515.0 ;5 
旅 .3 )0 
需 用 335.342 
役 務 709.762 
広告 宣伝

委 託 n~ 自RO

使用料・貰借

工事請負 !i:l? nnn 
備 品 11.016 
負担金補助及び交付 1 
公 租 公 苦 71.000 

3 事業 費胤 1.179.840 
1 支払和Ij $ L 40 

l 支払手I ，邑 1.11 40 

長短互期主借入金利息| 1.117. :33 
入金利息! 62.507 

A
U
 
1
 



資本的収入

款 項 目 節 金 額

1 資本的収入 208，B78，o。。R 
l 借入金 208，878，000 

l 借入金 208，878，000 

|短 期 {昔 入 金 208，878，000 

資本的支出

款 項 目 節 金 額

1. 資本的支出 ~陶 586，963，199 

1 公有地取得事業費 11，454，781 

1 公有用地取得事業費 11，454，781 

工 事 請 負 費 297，000 

支 払 京I J息 11，157，781 

2. 借入金償還金 575，508，418 

1 借入金償還金 575，508，418 

短期借入金償還金 209，321，000 

長期借入金償還金 366，187，418 

11ー



(2)現金及び預金明細表

科 目 種 類 金 額 搭 要

I可

ベ
現 金 。

当 座 。
院山口銀行本庖営業部 30雪596，662

普 通 34，019，753 

預 金
西中国信用金庫本l苫書業幹 3，423，091 

通 知 。
儒山口銀行本府営業部 100，205，700 

定 期 110，205，700 
西中国信用金庫本底営業部 10，000，000 

国 債 。
満期保有国

的以外有で保価
有する

地方債 。
証券

その他 。

iロk 計 ~ 144，225，453 

し------
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〆

(3)公有用地明細費

ヨ既
期首抜高 当 期 噌 h日 事 当期減少高 期末残高

産 区 分
金額 面積 繍償費 測量奴験奏 符経費 支払利息 '十 面積 金額

摘 要
函積 周地費 工事費 金額 面積

同 円 q 内 門 肉 円

土地区画盤理事業用地 90，114.18 2，856.951，476 3.64 。 。 297，000 。 。10，586，934 10.683，934 l日，118.31 340，218，866 79，4.60.11 2，527，616，544 

江良道路改良事撲用地 526.54 17，576，019 0.0ゆ 。 。 01. 。 。 自由，318 89目318 O.OC 。 526.54 11，665，337 

海岸保全容鶏用地 395.10 2，290，465 0.00 。 。 。 。 。 4.44，2 4，442 395.10 2，294，907 0.00 。
図書館建飯事業用地 20，787.73 26，880，456 0.00 。 。 。 。 。 111，618 111，618 15，802.71 10，064，448 4，985.02 16，927，626 

図書館巡λ路事業用地 1，115.10 68.328，011 0.00 。 。 。 。 。 348，599 348.599 0.00 。 1，115.10 68，676，610 

保安休整備事業用地 0.00 。15，802.71 8，488，674 。 199，300 73.970 563，465 755，909 10，081，31自 15，802.71 10，081，318 0.00 。
合 E十 112，999.25 2，972，026，427 15，806.35 8.488.674 。 496，300 73，970 563.465 11，896.820 21.519，229 42，718.83 362，659，539 86，086.71 2，630，886.117 

{注}個別法による原価法によっている.

(4)特定土地明細量

111 蕗区分 摘 要

Ro弁駐給場事業用地

(5)完成土地等明細表

期首残高 当 iI! 噌 カ畑 高 当期減少商 期末段高

資 .. 区 分
面積 金額 面積 用組提 補償費 工事費 制it試験費 路経費 支私利息 E十

減少商 時価減
面積 金額

衡実

濁穣 金額 金額
同 同 阿 。円 1'1 円 " 同

Fグ東リ冒ー Y住パ宅ー団ク地】 2.436.90 59，915.000 0.00 。 。 。 。 。 。1.138.66 21，810，0閲 。 1.298.24 32，045，000 

車東工業団地 13，639.19 228，250.000 0.00 。 。 。 。 。 。 。 。守00 。 。 13，639.19 228，2oO，000 

合 '十 16，076.09 288，163，000 0.00 。 。 。 。 。 。 9 1，13日.66 27.870.00~ 。 14，937.43 2"九回5，000

(並}個別法による原価訟によってい弘

13-



(6)短期借入金明細表

f昔 7、 先 利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高 摘 要

。10 円 円 円 円

下関農業協同組合 0.290 8，780，000 208，878，000 8，780，000 208，878，000 

株式会社西京銀行 0.580 200，541，000 。 200，541，000 。

合 言十 ~ 209，321，000 208，878，000 209，321，000 208，878，000 ~ 
‘ミ

(7)長期借入金明細表

借 入 先 利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高 鏑 要

% 円 円 円 円

株式会社山口銀行 0.509 2，371，700，000 。 352，334，866 2，019，365，134 

西中国信用金庫 0.900 13，852，552 。 13，852，552 。

下 関 市 無利子 600，000，000 。 。 600，000，000 

合 計 ~ 2，985，552，552 。 366，187，418 2，619，365，134 ~ 

(8)資本金明細表

区 分 出資団体名 出 資 額 摘 要

円

• 
基本財産 下 関 市 10，000，000 

，ロ。、 言十 10，000，000 ~ 

14一



(9 )引当金戸細表

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

円 円 円 円 円

退職給付引当金 19，018，410 1，187，290 。 。 20，205，700 
合計 19，018，410 1，187，290 。 。 20，205，700 / 
(注)内規iこ基づく期末要支給額を計上c

(10)事業収益明細表

科 目 金 額 摘 要

問

土地区画整理事業用地 340，218，866円|
公有地取得

352，595，091 
海岸保全事業用地 2，294，907円

事業収益 公有用地売却収益
保安林整備事業用地 10，081，318円

土地造成 完成土地等 豊東西住宅団地
(グリーンパー 22，662，000 " 事業収益 売却収益 ク)売却収益

附帯等事業収益 保有土地賃貸等収益 933，099 

iロ込 言十 376，190，190 

(11)事業原価明細表
1・

科 目 金 額 摘 要

円
土地区函整理事業用地 340，218，866円

公有地取得

海保安岸林保全義備事業事用業地用地
2，294，907円

事業原価 公有用地売却原価 352，595，091 
10，081， 318円

土地造成 完成土地等 豊東西住宅回地
(グローンパー 27，870，000 

事業原価 売却原価 ク)売却原価

合 計 380，465，091 

F

ヘdl
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監査意見書

平成26年度事業並ひ。に決算について、関係諸帳簿と証ひょう書類を調査した

結果、適正に処理されており、財産についても適正に保全されていることを確認

いたしましたc

平成27年 5 月 1一日

下関市土地開発公社

監事オム Fま

監事阿符号
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平成27年度下関市土地開発公社事業計画書

平成27年度下関市土地開発公社事業計画は次に定めるところによる。

1.公有地取得事業

公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、公有地の管理に努めるc

-土地区画整理事業用地外3件 11，207千円

2.土地造成事業

1市4町合併に伴い取得した豊東西住宅団地(グリーンパーク)及び豊東工業団地

の販売促進に努める。

-完成土地売却 (6区画) 162， 765千円

豊東西住宅団地(グリーンパーク) 4区画

愛東工業団地 2区画

-1一



平成27年度下関市土地開発公社予算

(総則)

第 1条 平成27年度の予算は、次に定めるところによる。

(収益的収入及び支出)

第2条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定めるc

収 入

第1款 事業収益 163，765 千円

第1項 土地造成事業収益 162， 765 千円

第2項 附帯等事業収益 1，000 千円

第2款 事業外収益 50 千円

第1項 受取利息 50 千円

収入合計 163，815 千円

支 出

第1款 事業原価 260，295 千円

第1項 土地造成事業原価 260，295 千円

第2款 販売費及び一般管理費 26，000 千円

第1項 販売費及び一般管理費 26，000 千円

第3款 事業外費用 808 千円

第 1項 支払利息 808 千円

支出合計 287.103 千円

(収益的収入支出差引額 -123，288 千円)

つ山



(資本的収入及ひe支出)

第3条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 189，021千円は、

損益勘定留保資金で補てんするものとするc ) 

収入

第1款 資本的収入

第 1項 借入金

収入合計

支

第1款 資本的支出

第1項 公有地取得事業費

第2項 借入金償還金

支出合計

(借入金)

出

2，250，971 千円

2，250，971 千円

2，250，971 千円

2，439，992 千円

11，207 千円

2，428，785 千円

2，439，992 千円

第4条借入金の限度額は、 2，250，971千円と定める。

平成27年 3月25日提出

下関市土地開発公社

理事長下回賢吾
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平成 27年度実施計画

収益的収入

単位:千円

款 項 目 節 予定額 備 考

1 .事業収益 163，765 

1 土地造成事業収益 162，765 

1.完成土地等売却収益 162，765 

豊東西住宅団地売却収益
26， 131 4区画(グリーンパーク)

豊東工業団地売却収益 136，634 2区商

2.附帯等事業収益 1，000 

1 保有土地賃貸等収益 1，000 

保有土地賃貸等収益 1，000 

2.事業外収益 50 

1.受取利息 50 

1 受取利息 50 

預 金 事j ，息 50 

収益的支出

単位・千円

款 項 目 節 予定額 健 考

1 事業原価 260，295 

1 土地造成事業原価 260，295 

1 .完成土地等売却原価 260，295 

豊東西住宅回地完却原価
32，045 4区画(グリーンパーク)

豊東工業団地売却原価 228，250 2区画
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収益的支出

単位・千円

款 項 目 節 予定額 備 考

2.販売費及び一般管理費 26，000 

1.販売費及び一般管理費 26，000 

1.人件費 17，676 

報 間H 5，716 役員

給 料 4，294 職員

手 当 等 2，850 役職員

法 反{ 福 手Ij 費 2，445 社会保険料等

福 手リ 厚 生 費 30 検診料

退職給付費用 2，341 役職員

2.経 費 8，324 

旅 費 12 普通旅費

消耗品費 165 
燃料費 50 

需 用 費 455 印刷製本費 30 
光熱水費

• 180 
修繕料 30 
通信運搬費 200 

役 務 費 1，365 手数料 1，110 • 

保険料 55 

広 iJヒヨ 由主主 伝 費 1，000 新聞折込み広告

委 託 料 1，004 保有用地管理業務

使用料・賃借料 687 機械設備等{昔上料

工 事 請 負 費 2，000 保有用地管理工事

備 品 費 30 

負担金補助及び交付金 1， 700 分譲宅地購入奨励金

公 租 公 課 71 法人住民税

3.事業外費用 808 

1.支払利息 808 

1.支払利息 808 

|短期借入金利息 808 豊東工業団地等
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資本的収入

，一.u.... I I.J 

款 項 目 節 予定額 備 考

1 資本的収入 2，250，971 

1. f昔 入 金 2，250，971 

1.借 入 金 2，250，971 

短期借入金 2，250，971 

資本的支出

--r-I.!L.・， " 

款 項 自 節 予定額 備 考

1.資 本的支 出 2，439，992 

1.公有地取得事業費 11，207 

1.公有用地取得事業費 11，207 

工事詩負費 900 保有用地管理工事

支 払 和j ，息 10，307 借入金利息

2.借入金償還金 2，428，785 

1.借入金償還金 2，428，785 

短期借入金償還金 409，419 豊東工業団地等
z 

長期借入金償還金 2，019，366 公有地
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平成 27年度資金計画

単位:千円

区 分 前年度決算見込額 当年度予定額 増減(ムは減)

戸JιZ 入 資 金 752，977 2，558，680 1，805，703 

1.公有地取得事業収益 352，595 。 ム 352，595

2.土地造成事業収益 22，662 162，765 140， 103 

3:附帯等事業収益 844 1，000 156 

4.事 業 タト 収 益 91 50 ム 41

5. {昔 入 金 208，878 2，250，971 2，042，093 

6 未 収 金 24，352 。 ム 24，352 

7. i'頁 り 金 160 162 2 

‘ー
8.前年度繰越金 143，395 143，732 337 

<< 支 払 資 金 609，245 2，464，616 1，855，371 

1.公有地取得事業費 11，455 11，207 ム 248

2借入金償還金 575，507 2，428，785 1，853，278 

3.販売費及び一般管理費 20，673 23， 516 2，843 

4.未 払 費 用 199 140 ム 59

5.預 り 金 227 160 ム 67

6.支 払 和j ，息 1， 184 808 ム 376

差 ヨl 143， 732 94，064 ム 49，668
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